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1　はじめに
　責務（Obliegenheit）に関する問題は，民法・商法・保険契約法における諸種の法規範を体系的に整i
序するという観点から，今目でも，とくにドイツにおいて，活発に論争されているテーマの一つであ
る。責務に関するドイツの本格的な論争の発端は，1953年に発表されたReimer　SchmidtのDie
Obliegenheitenに求められる。　R．　Schmidtは，この論文において，保険法における責務についてのみ
ならず，一般私法上の責務についても包括的な検討を加えている。もっとも，責務理論の成立は，た
しかに1953年のR．Schmidtの論文に求められるとしても，それ以前においても，　R．　Schmidtによっ
て取り扱われている問題はすでに検討されていたことは認められる。それにもかかわらず，とくに今
日のドイツにおいて，責務に関する学説はなお依然として混沌とした状態にあるといっても決して過
言ではない。すなわち，第一に，責務の法規範体系中における位置づけについて，また，その実際的
意味についても見解は一致しておらず，第二に，責務という概念の評価をめぐっても，一方では，一
般の私法理論の実り多い成果という評価が存在し，他方では，責務という概念は無価値ないし不要で
あるという評価が存在し，第三に，責務は義務（Pflicht）であるのか否か，それが肯定されるとして
も，いかなる意味・内容を有する義務であるのかという点をめぐって，依然として見解の一致がみら
れず，第四に，責務の履行について関係者が有する利害状況の評価，あるいは，責務の履行は誰の利
益のために行われるのかという問題をめぐって，見解が分かれている。それゆえ，責務については，
なお検討を要する多くの問題が残されているといいうる。
　本稿では，うえに述べた諸問題のうち，第三の責務の義務的性格をめぐるドイツの学説の流れを選
観する。すなわち，まず，2において，R．　Schmidt以前の学説として，　Zitelmann，　V．　Buchka，　V．
Tuhrの学説を紹介し，3において，　R．　Schmidt以後の学説として，　Larenz，　Esser，　Wieser，　Wieling，
E．Schmidt，　R．　Schmidtの見解を紹介し，4において，ドイツの今日の責務理論に対して大きな影響
を与えていると思われるZitelmannとR．　Schmidtの見解について，若干の検討を加える。ドイツな
らびにわが国の学説の本格的な検討は後日に予定している。
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2　R．Schmidt以前の見解
　まず，Zitelmannは，次のように主張する。すなわち，民法典は，行為者が自己に対して損害を加
える揚合にも故意・過失という帰責事由（Verschulden）に言及していることから，「自己に対する帰
責事由（Verschulden　gegen　sich）」と「他人に対する帰責事由（Verschulden　gegen　andere）」が区
別されるとする（1）。両者の差異は，損害が加えられる対象に求められる。すなわち，自己に対する帰
責事由は，行為者自身に損害を加える際の帰責事由であるのに対し，他人に対する帰責事由は，行為
者以外の他人に損害を加える際の帰責事由である。そして，他人に対する帰責事由が存在する場合に
は，法は，他人の利益の保護のために，行為者に対し制裁を課しており，この場合には；法的義務
（Rechtspflicht）の違反が存在する。これに対し，自己に対する帰責事由が存在する場合には，一定の
行動をなすべきことが要求されることなく，単に，法的利益の発生の前提，または法的不利益回避の
前提が失われるにとどまる。そして，Zitelmannが自己に対する帰責事由と解している場合が，責務
に該当する。責務の例として，Zitelmannは，過失相殺に関するドイツ民法254条等の規定を挙げて
いる（2）。
　また，V．　Buchk　aは，法規範を三つに分類している。第一は，直接的義務（eine　direkte　Verpflich－
tung）である。直接的義務の場合には，債務者が負担している義務の履行のための強制として，履行
に対する訴求可能性，強制執行，不履行を理由とする損害賠償に対する訴えのごとき，通常の手段が
存在する（3）。もっとも，彼は，他方では，履行に対する訴求可能性は，直接的義務にとって本質的な特
徴ではないとし，その例として，通知義務を挙げている。すなわち，法律関係自体から由来している
が，当該法律関係以外に存在する理由に基づいて，訴求しえない通知義務が存在する。この通知義務
にっいては，義務の履行に対する訴求は意味を有しないので，通常は訴求は認められない。しかし，
義務違反の揚合には，訴求可能な義務の不履行の場合と同様に，損害賠償義務が発生するとする。た
とえば，供託をした債務者は，そのことを債権者に通知すべき義務を負担する（ドイツ民法374条・
日本民法495条3項）。債務者がこの通知義務を履行しない場合，債権者が通知義務の履行を訴えると
いうことは無意味である。なぜなら，債権者が通知義務の履行を求めて訴えを提起しようとする場合
には，債権者は，他の方法によって供託がなされたという事実をすでに知っていることを要するので
あり，供託がなされたという事実をすでに知っている債権者に通知を行うことは無意味であると考え
られるからである。これに対し，通知義務を履行しなかった債務者は，それによって損害を被った債
権者に対して損害賠償責任を負う（4）。第二は，間接的義務（eine　indirekte　Verpflichtung）である。間
接的義務の場合には，給付の当為（Leistensollen）も，給付に対する債権も存在せず，それゆえ，給付
義務ないし債務の履行のための手段は存在しない。反対に，給付がなされることについて債権者が有
している利益は，給付をなす債務者には利益が与えられること，あるいは，給付をなさない債務者に
は不利益が負わされる，ということによって，確保される（5）。間接的義務の特色は，期待されている
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とおりの給付をなすことが，他の法律効果発生のための条件または前提となっている，という点に求
められる。その際，その他の法律効果は，法律または当事者によって意図されているのではなく，単
に補充的なものにとどまる。なぜなら，他の法律効果は，期待されているとおりの給付がなさ2ijるこ
とについての動機としての機能を果すにとどまるからである（6）。そして，Buchkaは，間接的義務の
例として，ドイツ民法652条以下に定められている仲立契約（Maklervertrag）等を挙げている。仲立
人の仲立料請求権を発生させる条件としての契約の媒介を行うべき仲立人の義務は，仲立人の間接的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b義務である。この間接的義務は，訴えによって履行を強制することはできず，その違反の場合に損害
賠償義務は発生せず，単に，仲立人に条件付で与えられていた仲立料請求権が消滅するという効果が発
生するにとどまる（7）。第三は，請求権の消滅時効が挙げられる。請求権の消滅時効の場合には，請求
権者は，請求権を行使しないと，請求権の消滅という不利益を被る。しかし，請求権者は，請求権を行
使すべき間接的義務を負担しているわけではない。反対に，請求権の消滅は全く独立の考慮に基づく
のであり，たとえ消滅時効を阻止するために請求権を行使するという動機が作用するとしても，請求
権を適時に行使するということについての請求権者の義務という観念を認める余地は存在しない（8）。
　V．Tuhrは，違反の効果として，損害賠償請求権が発生する場合にのみ義務（Pflicht）が存在する
とする。彼によると，法規範は，種々の方法において，私法上の義務の履行について配慮していると
される。すなわち，まず，義務の履行のために用いられる最も確実な方法は強制執行であるが，それ
と並んで，義務の履行は，他の効果，すなわち，損害賠償義務の発生，権利の喪失等という効果を発
生させる（9）。問題は，たとえば，Bの利益のためにAに対して一定の行動をなすべきことが課され，
その違反の揚合に損害賠償義務による制裁があるが，BがAの行動を強制することができず，単なる
要求もなしえない場合であり，この場合に義務が存在するといいうるか否かということである。そし
て，その際，損害賠償義務の発生の要件がどのように構成されているかが問題となる。すなわち，法
律が帰責事由（Verschulden）の存在を要求している場合には，債務者の行動は義務違反とされるが，
これに対し，帰責事由を考慮することなく損害賠償義務が定められている場合には，義務の存在は認
められない（1°）。また，一定の行動が行われない場合，損害賠償義務ではなく，それ以外の不利な効果
が発生する場合，義務の存在が推論される。多くの場合，それは「義務（Pflicht）」と表現されるが，
それは，権利取得または権利喪失，あるいは権限の前提に他ならない。たとえば，相続人が法定の期
澗内に遺産目録（lnventar）を調製しない場合には，無限責任を負わされるが，それゆえに，遺産目録
調製義務（lnventarpflicht）と呼ぶのは不正確である。もちろん，義務（Pflicht）と，権利取得または
権利喪失の条件（Bedingungen）との限界づけにつv・ては種々の見解がありうる。しかし，次の点が区
別される。まず，規定の不遵守によって，当事者が権利を喪失しまたは権利を取得しないという効果
が発生する場合には，行動をなすことは利益となり，義務ではなくして有利な状態の前提を履行する
のである。これに対し，法規範が，行動をなすべきことを強制しようとしている場合，あるいは，少
なくとも損害賠償によって強制しようとして場合には，その法規範は，他人の利益のために存在し，
それゆえ，他人のためにある人に義務を課しているのである（11）。
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3　R．Schmidt以後の見解
R．Schmidt以後の見解は，種々の観点から分類して把握することができる。
　1　倫理的観点に基づく区別
　まず，K．　Larenzは，法的義務の意味と，カント的倫理学の義務概念との結びつきを明確にする。
Larenzによると，「義務（Pflicht）」という表現は，さしあたりカントの倫理的人格主義において（im
ethischen　Personalismus　Kants）用いられる意味に理解されている。この場合，義務という表現は，
人間がその道徳的意識において経験する「内心の要求（innere　Anforderung）」を意味している。も
ちろん，カントの倫理学においては，道徳上の態度に基づいて，義務それ自体のために義務が履行さ
れる場合にのみ，人間の行動は道徳的に正しいと承認される一方，法秩序にとっては，いかなる動機
に基づこうと，一般的に義務に適合した行動のみが問題とされるω。それゆえ，法的義務の不履行に
対して，制裁，権利喪失のごとき何らかの不利益，損害賠償義務極端な場合には，処罰が結びつけら
れていることによって，義務としての法的義務の性格が損われるものではない。しかし，法的義務の
本質を，単に，制裁と，制裁によって実行される履行についての間接的強制とを関連づけてのみ理解
することは誤りであろう。また，倫理的意味における人問の概念は，人間の作為・不作為に対する責
任（Verantwortlichkeit）の思想を含んでいる。責任を負担し，責任を引き受けるということは，自己．
の行為の結果を引き受けるということである。不法（Unrecht）なことをなされた人は，その「権利」
として，回復を求める。そして，民事責任の効果は，私法においては損害賠償義務の発生である。し
かし，損害賠償義務の発生のためには，通常は，違法な行為の他に帰責事由のある（schuldhaft）行為
が必要である（2）。このように述べた後，Larenzは，責務の法的性質につき，　R．　Schmidtと同じく，
より少ない強度の義務（Pflicht　geringerer　lntensitat），または，　Enneccerus－NipPerdeyと同じく，負
担（Last）と解することができること，履行強制や不履行の場合の損害賠償責任は発生せず，反対に，
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有利な法的地位の喪失，または不利益の発生とするω。
　J．Esserは，責務を独立の基本概念として把握することを否定している。彼によると，真正の法的
義務と責務を対立させることは不可能であるとされる。なぜなら，義務概念と違法性の問題は，法効
果からは判断されないからである（4）。一方では，責務を危険負担規範や負担から限界づけること，他
方では，責務を固有の義務から限界づけることは，「強制（Zwang）」の体系に基づいてではなく，義務
概念の体系に基づいてのみ証明される（5）。そこで，Esserは，責務は，損害賠償義務の代わりに，自己
の権利喪失と相手方の免責という他の制裁が前面に現われる真正の法的義務であるか，それとも，当
事者に，義務ではなくて負担（Last）を課す危険限定の単なる事実であり，その事実の不履行は義務違
反でもなく，その効果は不法効果でもなく分配している正義（verteilende　Gerechtigkeit）の命令の，
いずれかであるとする（6）。
　2　利害状況に基づく区別
　この見解は，責務の義務的性格に関する問題を，義務の履行について存する利害の状況に基づい
て，判断しようとする見解である。すなわち，責務の義務的性格に関する問題の判断基準を，義務者
以外の他人が，義務者に対して課されている行動について有する利害状況に求めようとする見解であ
る。
　まず，Wieserは，法規範を三つ，すなわち，負担（Last），責務（Obliegenheit），義務（Pflicht）に
区別する。まず，責務と義務は，その違反の場合に発生する法効果の構造の点で区別される。すなわ
ち，責務の揚合には，その履行請求も不履行の場合の損害賠償義務も問題とならず，それ以外の法効
果が発生する。また，責務と負担は，義務的性格と履行に対する利益の点で区別される。すなわち，
負担では，人に一定の行動を委ねるにとどまり，その行動が遵守されない場合に，その人に不利益が
発生する。負担の最も重要な例は，訴訟における立証責任である。訴訟の当事者は，立証しないと不
利益を受けるが，立証すべき義務は負っていない。つまり，立証責任は負うが，立証義務は負ってい
ない。責務では，義務に適合した行動は，責務負担者以外の他人の利益となる。これに対し，負担で
は，その行動は単に負担者自身の利益となるにとどまる。責務の履行は他人の利益となるのに対し，
負担ではその行動は負担者自身の利益となるにとどまることから，義務的性格は，前者については肯
定され，後者については否定される（7）。
　Wielingは，責務の法的性格に関する支配的見解に従って，責務は真正の法的義務には属さないと
する。その理由として，第一に，責務の履行たついて存する利害の状況を挙げる。すなわち，義務で
は，債権者の利益のために債務者をして一定の行動に強制するのに対し，責務では，責務の負担者が
一定の行動をなすことについて相手方は利益を有しない。たとえば，商人間の売買における買主の目
的物検査義務，通知義務に関する商法377条（日本商法526条）においては，買主が通知義務を履行
することについて，売主は利益を有しない。義務にとって特徴的なことは，その履行は義務者以外の
他人の利益のためになされるという点にあるのに対し，責務についてはこのような特徴は認められな
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い。反対に，責務は，責務負担者の利益のために履行されるのである（8）。第二に，責務の負担者の観
点からみても，責務には義務的性格は認められない。なぜなら，責務においては，その負担者は，自
らの権利を維推するか否かについて，選択をなしうるからである。たとえば，意思表示をなす際に錯
誤におちいった者は，意思表示の取消をなすか否かの判断において全く自由であり，取り消すべき法
的義務を認むることは無意味である。取消をしない場合には，取消権を失う（9）。このように，責務は
義務的性格を有さず，単に責務負担者の利益のために履行されるとするWielingの見解によると，
責務違反の場合，真正の帰責事由ではなく，単に自己に対する帰責事由のみが問題となりうるとされ
る（10）。
　3　法効果に着眼して区別する見解
　この見解は，責務の特徴を法効果の構造の中に求める見解すなわち，責務には，履行請求権も，
その違反の場合に損害賠償請求権も存在しないという点に求める見解であるポそして，この法効果の
構造の中に，義務が存在するか否かを判断すべき基準を求めるのである。
　まず，E．　Schmidtは，法規範を，義務（Pflicht）と負担（Last）の二つに分類する。そして，両者
の本質的な相異点を，法効果の相異の中に求める，すなわち，義務の違反は，違反者に債務者として
の地位を作り出し，または，すでに債務者となっている者に新たな追加的義務多くの揚合，損害賠
償義務を課す。これに対し，負担は，負担者の法的な力に制限を加え，負担者の既存の権利を減少さ
せる（11）。そして，責務を，負担の上位概念として把握する。すなわち，責務は，その違反の場合に，
既存の権利の減少という不利益を責務の負担者にもたらす。責務の違反は義務の違反ではなく，責務
に適合した行動を行うことに対する訴求可能性は存在せず，責務の違反は，権利の縮小という効果を
もたらす負担である（12）。結局，責務は，自己の不注意の結果は対して自ら責任を負うべき者の自己
保存で（Selbstbehalt）に着眼しており，責務は自己の利益の要求（Gebote　des　eigenen　lnteresses）
もある（13）。このように，E．　Schmidtは，責務を，負担の概念に含めて理解していることから，彼によ
ると，責務の義務的性格は否定されていると解さざるをえない㈹。
　4　段階づけられた義務の体系を承認する見解
　R．Schmidtの見解の特色は，種々に段険づけられた義務の体系を承認するという点に求められる。
すなわち，彼は，その論文であるDie　Obliegenheitenの第一編第二章において，西洋哲学・法哲学を
概観した後（15），種々の強度の当為段階（Sollensstufen　verschiedener　lntensitat）を承認することが可
能であるとする（’6）。また，R．　Schmidtは，その論文の第一編第三章において，心理学的観点から法的強
制の問題を老察している（17）。それによると，人間は不完全であるゆえに，人間に対して義務の履行を
強制することが必要となるとする。そして，義務履行の強制は，人間の一定の行動に対して利益（心
理学的誘引）（psychologischer　Anreiz）または不利益（心理学的強制（psychologischer　Zwang）という
効果が予定されていることによって，行われるとする（18）。そし℃このような方法論上の基礎に立っ
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たうえで，R．　Schmidtは，法規範の分類を行う。それによると，法規範は，法効果に従って分類する
と，誘引要件（Anreizungstatbestande）と，強要要件（N6tigungstatbestande）に分類されるとする。
誘引要件は，人の一定の行動に対して利益を定める場合であり，これに対し，強要要件は，人の一定
の行動に対して不利益を定める場合である。誘引要件では，その要件の実現は有利な法効果をもたら
すので，法規範は，人をして要件の実現の方向に行動するように作用を及ぼすのに対し，強要要件に
おいては，その要件の実現は不利な法効果をもたらすので，法規範は，人をして要件を実現させない
方向に行動するように作用を及ぼす（19）。また，法規範を，その目的に従って分類するならば，法効
果が，単に法規の要件法効果関係（もし……ならば……である）の論理的結果にすぎない機能的強制
（funktioneller　Zwahg）と，法規が人に対して一定の行動をなすべきことを期待している目的論的強
制（teleologischer　Zwang）に分類することができる（2°）。そして，以上の四つの要件の組み合わ茸に
よって，法規範は，①機能的誘引要件（funktionelle　Anreizungstatbestande），②目的論的誘引要件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　　　へ（teleologische　Anreizungstatbestand6），③機能的強要要件（funktionelle　N6tigungstabesttinde），丁④目
的論的強要要件（teleologischg　NOtigungStatbesyande）に分類することができる（21）。まず・①の機能的
誘引要件においては，有利な法効果は，単に法規の要件法効果関係の結果から生ずるにすぎず，一定
の行動をなすべきことには向けられていない。たとえば，形成権の一つとしての取消権においては，
取消による法律行為の無効という効果（ドイツ民法142条1項・日本民法121条）は取消権者にとって
は有利である。しかし，この有利な法効果は，単に要件一法効果関係（もし取り消すならば…無効とな
る）にすぎないのであり，取消権者をして取消に強制するものではない（22）。②の目的論的誘引要件に
おいては，法効果は人にとって有利であり，しかも，法規範は人に対して一定の行動をなすべきこと
を期待している。目的論的強要要件では，有利な法効果を発生させるために，弱められた意味におけ
る当為（Sollen）が問題となっている（23）。たとえば，仲立人の仲立料請求権は，仲立人にとって有利で
あるが，仲立料請求権は，仲立人の媒介という行動に依存している（ドイツ民法652条。日本商法550
条も参照）。仲立料請求権という有利な法効果は，仲立人をして媒介という一定の行動へ誘引する（24）。
③の機能的強要要件では，法規範は行為者に不利な法効果を与えるが，その不利な法効果は，単に要
件法効果関係の論理的な結果にすぎないということである（25）。たとえば，法律が定めている方式を
欠く法律行為は無効であると定められている場合に，必要な方式によらず1ご締結された法律行為の無
効は，当事者にとって不利である。しかし，この場合，当事者をして，方式どおりの契約の締結を強
制しているのではなく，当事者にとって不利な法効果は，方式を欠く契約を無効と定めている法規範
の要件一法効果一関係の論理的結果にすぎないのであり，それゆえ乳機能的強要要件である（26）。④の
目的論的強要要件は，法規範が人の一定の行動に対して不利益を定めるとともに，このような不利な
効果が発生しないために，人に一定の行動を期待するものである。目的論的強要要件は，法的強制の
程度によって，二つに分けられる。第一は，真正の義務（Verbindlichkeiten）｝こよって，最も高度の法
的強制が実行される揚合である。これは，より強い効力を有する目的論的強要要件である。真正の義
務の違反の場合には，少なくとも，債権者の損害賠償請求権が発生する（27）。第二は，弱い効力を有
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する目的論的強要要件である。これは，広義の義務が存在する場合であり，その義務の履行に際して
は，併存せる利益状況（gespaltene　lnteressenlage）がみられる。その義務の履行は，他人の利益のため
にも，自己の利益のためにも存する。これが責務（Obliegenheiten）でより，それは，より弱い強制度
の義務（Pflichten　minderer　Zwangsintensitat）である。その違反の場合，損害賠償請求権は発生しな
い点で，真正の義務から区別される（28）。結局，R．　Schmidtによると，責務は目的論的強要要件の一
種とされ，したがって，責務の義務的性格が肯定されることになる㈱）。
注
（1）　K．Larenz，　Allgemeiner　Teil　des　Deutschen　BUrgerlichen　Rechts　1983．　S．35－36．
（2）　Lazenz，　a．　a．　O．　S．37．
（3）　Lazenz，　a．　a．　O．　S．194．
（4）　Esser，　Schuldrecht　1960．　S．89．
（5）　Esser，　Besprechung　von　Reimer　Schmidt，　Die　Ol）liegenheiten，　AcP　154，　S．50．
（6）　Esser，　Schuldrecht　1960，　S．89．
（7）Wieser，　Einftthrung　in　das　BUrgerliche　Recht　mit　Allgemeinem　Teil　und　Ubung　・1982，　S．100．
（8）Wieling，　Venire　contra　factum　proprium　und　Verschulden　gegen　sich　selbst，　AcP　176，　S．348．
（g）Wieling，　a．　a．　O．　S．　348．
（10）Wieling，　a．　a．　O．　S．348．
（11）　Esser／Schmidt，　Schuldrecht，　Bd．1，　AIIgemeiller　Teil，1984，　S．　94－95．
（12）　Esser／Schmidt，　a．　a．　O．　S．94．
（13）　Esser／Schmidt，　a．　a．　O．　S．92，　S．94．
（14）Hanau，　Objektive　Elemente　im　Tatbestand　der　Willenserklarung，　AcP　165，　S．289．も，責務を義務の
　　領域と関連づけて理解することに反対するとともに，責務という概念を，負担という概念によっておきか
　　えている。
（15）　R．Schmidt，　Die　Obliegenheiten　1953，　S．8－20．
（16）　R．Schmidt，　a．　a．0，　S．20．
（17）　R．Schmidt，　a．　a．0．　S．　21－23．
（18）　R．Schmidt，　a．　a．　O．　S．21．
（19）　R．Schmidt，　a．　a．　O．　S．53－56．
（20）　R．Schmidt，　a．・a．0．　S．57。
（21）　R．Schmidt，　a．　a．0．　S．67－104．
（22）　R．　Schmidt，　a．　a．0．　S．　69，　S．75．
（23）　R．　Schmidt，　a．　a．0．　S．84．
（24）　R．Schmidt，　a．　a．0．　S．　84－85．
（25）　．R．　Schnidt，　a．　a．0．　S．76．　．
（26）　R．Schmidt，　a．・a．　O．　S．82－83．
（27）　R．Schmidt，　a．　a．　O．　S．314．
（28）R．．Schmidt，　a．　a．　O．　S．314－315；したがって，　R．　Schmidtの見解は，義務概念から，より弱い強制度の
　　義務を区別した点に特色が認められる（Esser，　a．・a．0．　AcP　154，　S．49）。
（26）石田，保険契約法の基本問題90頁も，R．　Schmidtの見解に賛成し，責務の義務的性格を肯定している。
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4　若干の検討
　1　本来，故意・過失という帰責事由は，他人の利益を侵害する揚合に用いられる概念であり，し
たがって，それは違法行為を前提としている概念である。ところが，Zitelmannは，すでにみてきた
ように，それ以外に，自己に対する帰責事由，あるいは，自己の利益のための義務という概念を発展
させた。そして，Zitelmannは，自己に対して不利益を加えないことは，人間の倫理的義務であると
する。Zitelmannの見解が，現在の責務概念の起源となっている。しかし，　Zitelmannの見解には，
次のような疑問があるように思われる。第一に，Zitelmannは，いかなる理由から倫理的義務が法的
な意味を有するのかについて何ら説明をなしていない。第二に，法規範は，一般的に，自己の利益の
ためにその人に義務を課すという契機は有しないのであり，法規範にとっての関心事は，他人の利益
の保護の点に向けられているのである。法規範は，自己に対する加害を回避すべきことを強制してい
ないのであり，極端に表現するならば，自殺それ自体さえ法規範に対する違反とはいいえない。
Zitelmannの見解は，倫理という，法以外の価値基準を法の体系へ導入した揚合にのみ，理解しうる
見解である①。第三に，本来の，あるいは真正の意味における帰責事由は，他人の利益を侵害する場
合にはじめて問題となりうるのであるが，Zitelmannは，それ以外に，自己に対する帰責事由という
概念を認めることによって，帰責事由という概念を拡大し，不真正の帰責事由（unechtes　Verschulden）
を認めている。しかし，このような不真正な帰責事由という概念については，いかなる点に帰責のた
めの非難可能性が存在し，何故にこのような帰責事由は法的に重要性を有しうるのか，ある人が自己
の利益を害することが他の人にとっていかなる意味を有するのか等の点において，不明確であると思
われる（2）。あるいは，自己に対する帰責事由は，違法な帰責事由に相当する帰責事由（ein　dem　rechts－
widrigen　Verschulden　entsprechendes　Verschulden）であると解する見解がある（3）。しかし，違法な
帰責事由に相当する帰責事由ということの意味が不明確である。そこで，今日では，Zitelmannの
「自己に対する帰責事由」という概念は，責務という概念におきかえられている（4）。
　2　R．Schmidtは，すでに述べたように，法規範を，法効果に従って誘引要件と強要要件に，また，
目的に従って機能的強制と目的論的強制に，それぞれ分類し，責務を目的論的強要要件に加えるとと
もに，責務は，より弱い制裁を伴った義務，あるいは，より弱い強制度の義務であるとする。しかし，
R．Schmidtの見解には，次のような疑問があるように思われる。第一に，「より弱い」制裁あるいは
強制度という概念は，必ずしも明らかであるとは思われない。すなわち，義務の違反の場合には，違
反者に損害賠償責任が発生し，これに対し，責務の違反の揚合には，責務負担者の権利喪失という効
果が発生するが，実際的にみて，後者の権利喪失の方が，前者の単なる損害賠償責任よりもより強力
な制裁と解することも可能である（5）。そうであるとするならば，責務は，必ずしも「より弱い」制裁
のものと解することは困難である。また，責務違反の効果は，義務の違反の効果よりもより弱いと表
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現することも妥当でないように思われる。なぜなら，責務違反の効果は，権利の喪失であるのに対
し，義務違反の効果は，履行強制・損害賠償責任の発生であり，両者は違反の効果の種類を異にして
おり，単に違反の効果の程度の差異にとどまるものではないからである（6）。第二に，RSchm玉dtは，
責務を，広義においてではあるが，義務の概念の中に位置づけている。しかし，義務の揚合には，義
務履行のための行動は望ましく，したがって，義務違反は違法（rechtswidrig）とされるが，それは・責
務には妥当しない。R．　Schmidtも，責務の違反は，違法ではないと述べている（7）。しかし，彼は・他方
では，責務の違反は，法的に是認しえないこと（rechtliche　MiBbilligung）であり，違法に類似したこと
（analog　rechtswidrig）であると述べている（8）。しかし，違法ではないが違法に類似している，という
ことの意味はきわめて不明確であるのみならず，違法要件が存在しない以上，違法に類似していると
いうことも問題となりえないと考えられる（9）。第三に，R．　Schmidtは，責務の履行に際しては，併存
せる利益状況がみられ，責務の履行は，保険者の利益のためにも，保険契約者の利益のためにも存在
するとする。ところで，義務に特徴的なことは，義務者が義務を履行することについて相手方は利益
を有しているので，R．　Schmidtが責務の義務的性格を肯定する以上，保険契約者による責務の履行に
ついて保険者は利益を有しているということが肯定されなければならない。そこで，保険契約者によ
る責務の履行について，保険者はいかなる利益を有しているかということが検討されなければならな
い。保険契約者が責務を履行しない揚合には，保険者は免責される。これに対し，保険契約者が責務
を履行した場合には，保険者は給付義務を負担しなければならない。このことから明らかなように，
保険者にとっては，保険契約者が責務を履行した揚合よりも履行しない揚合の方が，有利である。そ
の結果，保険者は，保険契約者が責務を履行することについて利益を有しない。反対に，保険契約者
が責務を履行することについて利益を有するのは，保険契約者自身である。なぜなら，保険契約者が
責務を履行しない場合には，保険契約者は，保険者の免責により保険金請求権を喪失するという不利
益を被るからである（1°）。このように，保険契約者による責務の履行について保険者は利益を有しな
いと解されるかぎり，責務の履行について併存せる利益状況が認められるということはできず，その
結果，責務の義務的性格は否定されざるをえない。それにもかかわらず，R．　Schmidtが，保険契約者
による責務の履行について保険者は利益を有すると解している理由は，彼が，責務違反の揚合に定め
　　　　　　　　　　　　　　（11）られている法効果を度外視していることに基づくものと考えられる。
注
（1）　R．Schmidt，　a．　a．　O．　S．107．
（2）Wieling，　a．　a。　O．　S．345
（3）　Lehmamn／Httbner，　Angemeiner　Teil　des　Bttrgerlichen　Gesetzbuches　1966，　S。345．
（4）　Hanau，　a，　a，0，　S．238．
（5）Wielng，　a．　a．　O．　S．346　Anm．48
（6）　Hanau，　a．　a．0．　S．238
（7）　R．Schmidt，　a．　a．0．　S．318．
（8）　R．Schmidt，　a．　a．0．　S．318．
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（9）
（10）
（11）
Esser，　a．　a．0．　S．89．
Bruck－M611er，　Kommentar　zum　Versicherungsvertragsgesetz，　Bd．1，1961，S．186．
R．Schmidt，　a．　a．0．　S．104．
（さかぐち　みつお）
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